
第１回 名古屋市⽴中学校における部活動のあり⽅懇談会

意⾒交換説明資料
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１ 中学校部活動のあり⽅の⾒直しに係る国の動き   

（1）国の提⾔・ガイドライン
  （2）国の動きについて［提⾔の要点］
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運動部活動の地域移行に関する検討会議提言（令和４年６月６日）の概要

※国立の中学校等でも、学校等の実情に応じて積極的に取り組むことが望ましい。
※公立及び国立の高等学校等については、義務教育を修了し進路選択した高校生等が自らの意思で選択している実態等があるが、各学校の実情に応じて改善に取り組むことが望ましい。
※私立学校でも、学校等の実情に応じて適切な指導体制の構築に取り組むことが望ましい。

これまで
の対応

〇運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（平成30年３月）：学校と地域が協働・融合した形での地域におけるスポーツ環境整備を進める
〇学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について（令和２年９月） ：令和５年度以降、休日の部活動の段階的な地域移行を図る
〇中教審や国会等：「部活動を学校単位から地域単位の取組とする」旨指摘

○生徒のスポーツに親しむ機会を確保。自主的・主体
的な参加による活動を通じ、責任感・連帯感を涵
養、自主性の育成にも寄与。

○人間関係の構築、自己肯定感の向上、問題行動の
抑制。信頼感・一体感の醸成。

意
義

〇近年、特に持続可能性という面で厳しさを増しており、中学校生徒数の減少が加速化するなど深刻な少子
化が進行。 ＜生徒数：昭和61年589万人→令和３年296万人に半減、出生数：令和２年84万人＞

〇競技経験のない教師が指導せざるを得なかったり、休日も含めた運動部活動の指導が求められたりするなど
、教師にとって大きな業務負担。＜土日の部活動指導：平成18年度1時間６分→平成28年度２時間９分に倍増＞
〇地域では、スポーツ団体や指導者等と学校との連携・協働が十分ではない。

課
題

新たなスポーツ環境

スポーツ団体等

スポーツ指導者

スポーツ施設

大会

会費や保険

学習指導要領等

・地域の実情に応じ、多様なスポーツ団体等が実施主体
・特定種目だけでなく、生徒の状況に適した機会を確保

・先進的に取り組んでいる事例をまとめ提供
・必要な予算の確保やtoto助成を含む多様な財源確保の検討
・指導者資格の取得や研修の実施の促進
・部活動指導員の活用、教師等の兼職兼業、人材バンク
・指導者の確保のための支援方策の検討
・学校体育施設活用に係る協議会の設置、ルールの策定
・スポーツ団体等に管理を委託

・大会主催者に対し、地域のスポーツ団体等の参加も認めるよう要請
・地域のスポーツ団体等も参加できる大会に対して支援

・困窮する家庭へのスポーツに係る費用の支援方策の検討
・スポーツ安全保険が、災害共済給付と同程度の補償となるよう要請

・部活動の課題や留意事項等について通知、学習指導要領解説の見
直し、次期改訂時の見直しに向けた検討
・部活動等から伺える個性や意欲・能力を入試全体を通じ多面的に評価
・教師の採用で部活動指導の能力等を過度に評価していれば、見直す

※公立中学校等（義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程、特別支援学校中学部）における運動部活動を対象
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〇少子化の中でも、将来にわたり我が国の子供たちがスポーツに継続して親しむことができる機会を確保。このことは、学校の働き方改革を推進し、学校教育の質も向上。
〇スポーツは、自発的な参画を通して「楽しさ」「喜び」を感じることに本質。自己実現、活力ある社会と絆の強い社会創り。部活動の意義の継承・発展、新しい価値の創出。
〇地域の持続可能で多様なスポーツ環境を一体的に整備し、子供たちの多様な体験機会を確保。(スポーツ団体等の組織化、指導者や施設の確保、複数種目等の活動も提供)

〇まずは、休日の運動部活動から段階的に地域移行していくことを基本とする
○目標時期：令和５年度の開始から３年後の令和７年度末を目途

〇平日の運動部活動の地域移行は、できるところから取り組むことが考えられ、地域の実情に応じた休日の
地域移行の進捗状況等を検証し、更なる改革を推進

〇地域におけるスポーツ機会の確保、生徒の多様なニーズに合った活動機会の充実等にも着実に取り組む
〇地域のスポーツ団体等と学校との連携・協働の推進
※改革を推進するための「選択肢」を示し、「複数の道筋」があることや、「多様な方法」があることを強く意識

R5 R6 R7 R8

休日の運動部活動の地域移
行に向けた改革集中期間

進捗状況を検
証し、更に改革

・ガイドラインの改訂
・地方公共団体における推進
計画の策定・実施
・公的な支援

（合意形成や条件整備等のため更に時間を要する場合にも、地域の実情等に応じ可能な限り早期の実現を目指す）
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地域の実情に応じ、
当面は併存

休日の地域クラブ活動
【位置付け】学校と連携して行う地域クラブ活動

（法律上は社会教育、スポーツ・文化芸術）

■地域の多様な主体が実施。学校は、活動方針、活動
状況や生徒に関する情報の共有等を通じて連携。

■少子化の中、持続可能
な体制にする必要
（学校や地域によっては
存続が厳しい）

■地域の実情に応じた
段階的な体制整備

学校部活動
【位置付け】学校教育の一環（教育課程外）

学校部活動の地域連携
■合同部活動の導入や部活動指導員等の
適切な配置により生徒の活動機会を確保

指導者 当該校の教師
参加者 当該校の生徒
場所 当該校の施設
費用 用具、交通費等の実費
補償 災害共済給付

指導者 部活動指導員等、関係校の教師
（※ｱｽﾘｰﾄ・ｱｰﾃｨｽﾄ等の人材を含む）

参加者 関係校の生徒
場所 拠点校の施設
費用 用具、交通費等の実費
補償 災害共済給付

運営団体・
実施主体

①地方公共団体（※複数地方公共団体の連携を含む）
②多様な組織・団体（総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ、ｽﾎﾟｰﾂ少年
団、体育・ｽﾎﾟｰﾂ協会、競技団体、ﾌﾟﾛﾁｰﾑ、民間事業者、大
学、文化芸術団体、地域学校協働本部、同窓会等）

指導者 地域の指導者（一部教師の兼職兼業）
参加者 地域の生徒（※他の世代が一緒に参画する場合を含む）

場所 学校施設、社会教育施設、公共のスポーツ・文化施設、
地域団体・民間事業者等が有する施設

費用 可能な限り低廉な会費＋用具、交通費等の実費
補償 各種保険等

学校部活動の地域連携、地域クラブ活動への移行の全体像（イメージ）

活 動 体 制

運営団体・実施主体例

スポーツ協会

大学

総合型地域
スポーツクラブ

プロチーム

競技団体

民間
事業者

地域での
多様な活動

市
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文化芸術
団体

・活動方針、活動状
況や生徒に関する情
報の共有
・管理責任の明確化

等

スポーツ
少年団

連携連携

※市区町村が自ら運営団体となることもある。
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① ⽬指す姿

• 少⼦化の中でも、将来にわたり我が国の⼦供たちがスポーツ・⽂化芸術に継続して親しむことができる機会を確保

• ⾃発的な参画を通した「楽しさ」「喜び」を感じること、⾃⼰実現、豊かな⼈間性の涵養。活⼒ある社会と絆の強い社会
創り。部活動の意義の継承・発展、新しい価値の創出

• 地域の持続可能で多様なスポーツ・⽂化芸術活動の環境を⼀体的に整備し、⼦供たちの多様な体験機会を確保

➡ 部活動の意義を継承する社会教育の側⾯と、地域社会のスポーツ・⽂化芸術の振興の側⾯を持った活動を⽬指すこと
 が求められている。

② 課題と改⾰の⽅向性

➡ 各地⽅公共団体は、地域移⾏後の活動の位置づけ・あり⽅について、地域の実情を踏まえて検討
 ※学校以外の地域団体も参加できる⼤会等のあり⽅（⽇中体連）、学習指導要領の⾒直し（⽂部科学省）等、関連領域

 の⾒直しも検討

区分 課題 ⽅向性

機会確保 少⼦化が進⾏する中、従来の部活動の維持は困難 地域における活動機会の確保 

多様化 部活動不参加の⽣徒の中に、従来の部活動以外の種⽬・活動内
容へのニーズもある ⽣徒の多様なニーズに合った活動機会の充実 

地域活⽤ ⾏政と地域の連携が不⼗分で、地域の活動機会や指導者が⼗分
整備されていない 

地域スポーツ・⽂化芸術団体の振興と連携（他世代
の活動環境の整備にもつなげる） 

③ 実施期間

令和5〜7年度を改⾰推進期間とし、まずは休⽇の部活動から移⾏を進める。平⽇の環境整備はできるところから取り組み、
休⽇の地域移⾏の進捗状況等を検証し、さらなる改⾰を推進。



2 他地域事例
（1）沖縄県うるま市

  （2）東京都⽇野市



（1） 他地域事例［沖縄県うるま市］
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l うるま市における学校部活動改⾰（沿⾰）
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l うるま市における学校部活動改⾰での取り組み

（1） 他地域事例［沖縄県うるま市］
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l うるま市における地域クラブ活動等を想定した学校体育施設の有効活⽤

（1） 他地域事例［沖縄県うるま市］



（1） 他地域事例［沖縄県うるま市］
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l うるま市における持続可能な地域クラブ運営に向けた財源確保の取り組み



（1） 他地域事例［沖縄県うるま市］

l 指導者向けの教育・認証制度の構築
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（1） 他地域事例［沖縄県うるま市］
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l うるま市の中学校運動部活動 地域移⾏推進計画



（2） 他地域事例［東京都⽇野市］
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（2） 他地域事例［東京都⽇野市］



（2） 他地域事例［東京都⽇野市］
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（2） 他地域事例［東京都⽇野市］
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l 令和5年度 ひのスポ︕アカデミー（その他）



（2） 他地域事例［東京都⽇野市］
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３ 名古屋市中学校部活動の現状・課題 

（1）現状
   （2）課題



（1） 現状
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① 概要

実施校数 110校（全校）
参加⽣徒 中学校1〜3年⽣

活動⽇数 平⽇週4⽇以内、休⽇週1⽇以内
活動時間 平⽇2時間以内、休⽇3時間以内

  （※名古屋市⽴学校部活動等活動⽇・活動時間の基準による）

② 実績

a. 部数・指導者数（令和４年度）

※外部⼈材は、部活動外部顧問及び部活動外部指導者の合計
※※参加率= 参加者数 ÷ 全⽣徒数（50,552⼈）、 指導率= 教員指導者÷教員数（3,344⼈）

部数 参加者数 参加率 教員指導者 指導率 外部⼈材

運動部 642 部 24,218 ⼈ 47.9 ％ 1,238 ⼈ 37.0 ％ 357 ⼈

⽂化部 267 部 9,783 ⼈ 19.4 ％ 458 ⼈ 13.7 ％ 117 ⼈

全体 909 部 34,001 ⼈ 67.3 ％ 1,696 ⼈ 50.7 ％ 474⼈



（1） 現状
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b. ⽣徒数・部数・参加率の推移

※平成30年度以降、⽣徒数の減少を上回る部数の減少、参加率の低下が顕著 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

部数 1,050 1,040 1,038 1,032 1,025 999 977 955 926 909

⽣徒数 52,862 52,217 51,449 50,640 50,043 49,367 49,517 49,960 50,602 50,552

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

850

900

950

1,000

1,050
⽣徒数・部数・参加率の推移

部数 ⽣徒数

76.8% 77.1% 77.8% 77.2% 77.2% 76.4%
74.9%

69.5%
70.4%

67.3%

参加率
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c. 種⽬別部数・参加⼈数（令和4年度）

［運動部］

※その他（柔道、硬式テニス、バドミントン、ダンス、体操、相撲、サークル活動）

［⽂化部］

※その他（⽂芸、ハンドメイド、理科（科学）、放送 等 ）

種⽬ バスケット 軟式野球 サッカー バレーボール ソフトテニス 卓球

部数 99部 90部 76部 72部 66部 52部

部員数 4,513⼈ 1,959⼈ 2,156⼈ 2,959⼈ 3,038⼈ 2,761⼈

陸上 ハンドボール 剣道 ソフトボール ラグビー ⽔泳

48部 33部 26部 25部 19部 11部

2,841⼈ 1,290⼈ 707⼈ 328⼈ 465⼈ 294⼈

種⽬ 美術 ⾳楽（合唱） 吹奏楽 園芸 茶道・華道 囲碁将棋

部数 76部 51部 37部 17部 11部 9部

部員数 3,680⼈ 1,276⼈ 1,523⼈ 425⼈ 270⼈ 249⼈

コンピューター 太⿎・和太⿎ ボランティア ジャズオーケストラ 書道 芸術

6部 5部 5部 4部 4部 4部

126⼈ 247⼈ 178⼈ 196⼈ 170⼈ 94⼈



（1） 現状
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③ ⽣徒のニーズ

運動部に未所属の⽣徒（運動部や地域のスポーツクラブに所属していない) は、どのような条件があれば、運動部活動に
参加したいと思うか。 
 （H30「全国体⼒・運動能⼒、運動習慣等調査」より）

④ 教員の負担感

教員の部活動指導にかかる実態調査（平成28年度）
中学校で部活動指導を⾏っている教員のうち、部活動指導を負担に感じたことがある割合
66.3％

 ＜負担感の内容（上位3項⽬）＞ 

授業準備や教材研究等の時間が⼗分とれない 36.4 ％

技術指導が⼗分できない 31.2 ％

⾃分の家庭での役割を⼗分に果たすことができない 31.2 ％



（1） 現状
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⑤ 本市の経緯

事項 開始年度 内容 令和4年度の状況

部活動外部指導者派遣事業 S61〜 教員顧問の技術指導を補助する指導者を
配置

運動部 145部
⽂化部 46部

部活動外部顧問派遣事業 H16〜 単独で部活動全般の指導・引率を⾏う指
導者を配置

運動部 212部
⽂化部 72部

活動⽇・活動基準の策定 H30.6
安全かつ充実した活動とするため、活動
⽇・活動時間の上限を定めるなどの基準
を設定

活動⽇数
平⽇週4⽇以内
休⽇週1⽇以内

活動時間
平⽇2時間以内
休⽇3時間以内

⼩学校における新たな運動・⽂化活動 R2.9〜
教員が指導する⼩学校部活動を⾒直し、
⺠間委託による新たな運動・⽂化活動を
実施

R2.9〜133校
R3.9〜262校(全校)



（2） 課題
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区分 国の提⾔上の課題 国の⽅向性 調査すべき事項 調査内容

機会確保 少⼦化が進⾏する中、従
来の部活動の維持は困難

地域における活動機会の
確保 地域の指導者の意識調査

指導希望の有無、指導可
能な種⽬、地域活動の充
実に必要なこと等

多様化
部活動不参加の⽣徒の中
に、従来の部活動以外の
種⽬・活動内容へのニー
ズもある

⽣ 徒 の 多 様 なニーズに
合った活動機会の充実

⽣徒・保護者のニーズ調
査

参加を希望する種⽬、活
動内容、⽇数、経費負担
等

地域活⽤
⾏政と地域の連携が不⼗
分で、地域の活動機会や
指導者が⼗分整備されて
いない

地域スポーツ・⽂化芸術
団体の振興と連携（他世
代の活動環境の整備にも
つなげる）

地域の団体、事業者等の
意向調査

地域の団体、事業者等の
参⼊意向、条件、課題、
連携内容等



31

４ 調査概要
（1）調査業務
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① 概要

a. ⽣徒・保護者のニーズ等に関する調査
  ⽣徒のスポーツ・⽂化芸術活動に対する⽣徒⾃⾝及び保護者のニーズを把握するための調査を実施する 

b. 地域の指導者の意識調査 
⼦どものスポーツ・⽂化芸術活動のあり⽅及び指導希望、地域におけるスポーツ・ ⽂化芸術活動へのニーズに関する意
識調査を実施する

調査対象
本市⽴中学校の⽣徒及びその保護者
16 校(各区 1 校)以上の⽣徒・保護者を対象とし、⽣徒の対象者数は全校⽣徒の 110 分の 16 以上
 【参考】令和 4 年度 本市⽴中学校⽣徒数 50,552 ⼈ 

調査内容
• 参加を希望する種⽬・活動内容 
• 適切な活動⽇数 
• 活動に求めるもの、参加するための条件 
• 活動の参加経費の負担(保護者のみ)等 

調査対象 なごや部活動⼈材バンクの登録者 
【参考】令和 5 年 1 ⽉時点の登録者 5,153 ⼈ 

調査内容

① ⼦どものスポーツ・⽂化芸術活動に関する事項 
• ⼦どもの活動環境の望ましいあり⽅(⽬的、活動形態等)
• 指導希望の有無、指導可能な種⽬ 
• 指導する場合の条件(⽇数、報酬、体制等)等 

② 地域におけるスポーツ・⽂化芸術活動に関する事項(⾃⾝が参加することを想定)
• 種⽬・活動内容、活動⽇数
• 活動に求めるもの、参加するための条件
• 活動の参加経費の負担 
• 地域における活動を充実させるために必要だと思うこと 等 



（1） 調査業務
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① 概要

c. 地域の団体・事業者等に関する調査 
  地域のスポーツ・⽂化芸術団体や⺠間事業者等に対し、活動の実施主体としての参⼊や指導者・経費等での協⼒・連
携等の意向について調査する 

 

d. 他都市の事例に関する調査
国の地域運動部活動推進事業及び地域部活動推進事業の報告書その他の資料等を基 に、他の地⽅公共団体の事例を収集

 し類型化するとともに、先進的な取り組みを抽出し、その特徴・課題や本市への導⼊可能性について分析する 

調査対象 本市域でのスポーツ・⽂化芸術活動への参⼊、協⼒及び連携が⾒込める団体・ 事業者
※40 以上の団体・事業者へのヒアリングを実施する 

調査内容
• 実施主体として指導可能な種⽬、曜⽇(平⽇、休⽇)、指導できる数、活動場所、参加者上限、会費 
• 参⼊の条件、課題 
• 実施主体としての参⼊以外に可能な協⼒・連携内容と条件・課題 等
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② 活動実施調査

調査業務の⼀環として、従来の部活動にとらわれない活動の実施を通じて、⼦どものニーズを把握する 
 

実施時期・回数 令和 5 年 8 ⽉中の⼟曜⽇、⽇曜⽇または祝⽇において、延べ 16 回以上実施

活動内容 中学⽣を対象とする複数のスポーツ・⽂化芸術等の活動（1回の活動時間は 3 時間以内） 

活動場所 熱中症及び感染症への対策を適切に⾏うことができる施設・場所 

参加費 原則無償

参加者保険 傷害保険及び賠償責任保険へ加⼊
※加⼊⼿続きは委託事業者が⾏う

（1） 調査業務


